
燕・弥彦総合事務組合

令 和 ２ 年 度

燕・弥彦総合事務組合
水道事業会計予算書



　（総則）

　（業務の予定量）

　業務の予定量は、次のとおりとする。

(１) 38,121 戸

(２) 12,962,000 ㎥

(３) 35,513 ㎥

(４) 老朽管路更新事業

908,850 千円

浄水場施設再構築事業

954,182 千円

　（収益的収入及び支出）

第１款 2,146,075 千円

　第１項 2,014,700 千円

　第２項 131,373 千円

　第３項 2 千円

第１款  水 道 事 業 費 用 1,731,888 千円

　第１項 1,567,156 千円

　第２項 161,628 千円

　第３項 4 千円

　第４項 3,100 千円

　（資本的収入及び支出）

第１款 911,885 千円

　第１項 403,400 千円

　第２項 9,500 千円

　第３項 498,985 千円

第１款  資 本 的 支 出 2,336,474 千円

　第１項 2,065,261 千円

　第２項 271,213 千円

による。

議案第　２　号 

令和２年度燕・弥彦総合事務組合水道事業会計予算

第１条　令和２年度燕・弥彦総合事務組合水道事業会計の予算は、次に定めるところ

第２条

給 水 戸 数

年 間 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量

主要な建設 改良事業

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　収　　　入 

 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

　　支　　　出 

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（ 資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額1,424,589千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額135,952千円、当年度分損益勘定留保資金587,591千円及び建設改良積立金

701,046千円で補てんするものとする。）。

　　収　　　入 
 資 本 的 収 入

負 担 金

　　支　　　出 

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

企 業 債

補 助 金
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　（債務負担行為）

　（企業債）

限 度 額 利    率

403,400千円

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

める。

(１) 各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における、同一款内でこれらの

　経費の各項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

(１) 職員給与費 215,332 千円

　（たな卸資産購入限度額）

燕・弥彦総合事務組合

1.5%以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる政府資
金及び地方公共
団体金融機構資
金等について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し後の利率）

40年以内（うち据置５
年以内）の年賦又は半
年賦とし、元金均等又
は元利均等の方法によ
り償還する。
ただし、財政の都合に
より据置期間中であっ
ても繰上償還をし、償
還年限を短縮し、又は
低利債に借り換えるこ
とができる。

　浄水場等整備事業モニタリング業務委託

起 債 の 目 的

 浄水場施設再構築
 事業

計

起債の方法

 令和 ２年 ２月２０日 提出

第６条

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

限　度　額期　　　間事項

　料金業務及び漏水調査等業務委託

　浄水場等整備事業費

ばならない。

第９条 たな卸資産の購入限度額は、25,784千円と定める。

管理者　燕市長　鈴　木　　力

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し､又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は､議会の議決を経なけれ

令和 3年度から
令和 7年度まで

      442,200千円

令和 3年度から
令和 7年度まで

      223,300千円

　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は次のとおりと定める。

令和 3年度から
令和26年度まで

   28,013,000千円

償 還 の 方 法

普通貸借

403,400千円
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予 定 額

1 2,146,075

1 2,014,700

1 給 水 収 益 2,003,854 1 給 水 収 益 2,003,854 給水収益 2,003,854

2 受託工事収益 10,300 1 受託工事収益 10,300 配水管工事 10,300

3
そ の 他 の
営 業 収 益

546 2 手 数 料 545 検査手数料･新設 他 545

3 雑 収 益 1 雑収益 1

2 131,373

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

50 1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

50 受取利息 50

4 長期前受金戻入 80,661 1
有 形 固 定 資 産
長期前受金戻入

80,661
有形固定資産
長期前受金戻入

80,661

7 雑 収 益 50,662 1 不用品売却収益 4 不用品売却収益 4

2 その他雑収益 50,658
下水道使用料徴収事務
手数料 他

27,158

東京電力原発事故賠償金 23,500

3 2

1 固定資産売却益 1 1 固定資産売却益 1 固定資産売却益 1

2
過 年 度 損 益
修 正 益

1 1
過 年 度 損 益
修 正 益

1 過年度損益修正益 1

予 定 額

1 1,731,888

1 1,567,156

1
原 水 及 び
浄 水 費

465,973 1 給 料 12,447 職員給料(3名分) 12,447

2 手 当 7,873 扶養手当 198

期末手当 1,912

勤勉手当 1,340

通勤手当 221

時間外勤務手当 1,592

児童手当 120

退職手当負担金 2,490

令和２年度燕・弥彦総合事務組合水道事業会計予算実施計画
収益的収入及び支出

収　　　　　入

（単位：千円）

款　　項　　目 予 定 額
節

説　　　　　　明
区　　　分

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

支　　　　　出

（単位：千円）

款　　項　　目 予 定 額
節

説　　　　　　明
区　　　分

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用
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予 定 額
款　　項　　目 予 定 額

節
説　　　　　　明

区　　　分

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,946 賞与引当金繰入額 1,627

法定福利費引当金繰入額 319

5 法 定 福 利 費 3,409 共済組合負担金 3,380

地方公務員災害補償基金
負担金

29

6 旅 費 134 旅費 134

7 被 服 費 113 被服費 113

8 備 消 品 費 5,038 試薬及び器具 他 5,038

9 燃 料 費 490 ガソリン 他 490

10 光 熱 水 費 938 ガス料金 938

11 印 刷 製 本 費 137 記録用紙 他 137

12 通 信 運 搬 費 562 電話料 他 562

13 委 託 料 233,522 浄水場施設運転管理業務 156,420

設備点検･整備業務 1,791

天日乾燥土搬出･維持管理
業務

44,869

放射性物質測定検査業務 745

水質検査業務 10,209

樹木管理業務 4,667

取水ポンプピット内清掃
業務

2,750

取水塔土砂撤去業務 660

次亜・PAC貯留槽清掃業務 2,255

沈砂池･沈澱池･フロック形
成池・ポンプ井清掃業務

6,367

浄水場清掃業務 295

浄化槽維持管理業務 他 2,494

14 手 数 料 234 腸内細菌検査 他 234

15 賃 借 料 5,511 仮設取水ポンプリース料 他 5,511

16 修 繕 費 57,562 浄水場機械修繕 23,229

浄水場点検整備修繕 25,190

その他修繕 9,143

20 動 力 費 101,358 電気料 他 101,358

21 薬 品 費 34,645 ポリ塩化アルミニウム 他 34,645
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予 定 額
款　　項　　目 予 定 額

節
説　　　　　　明

区　　　分

25 受 水 費 54 受水費 54

2
配 水 及 び
給 水 費

205,777 1 給 料 38,122 職員給料(10名分) 38,122

2 手 当 24,810 扶養手当 1,530

期末手当 5,982

勤勉手当 4,101

管理職手当 1,164

管理職員特別勤務手当 48

通勤手当 576

住居手当 870

時間外勤務手当 2,728

児童手当 660

退職手当負担金 7,151

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

5,989 賞与引当金繰入額 5,038

法定福利費引当金繰入額 951

5 法 定 福 利 費 11,192 共済組合負担金 10,644

地方公務員災害補償基金
負担金

93

社会保険料 455

6 旅 費 213 旅費 213

7 被 服 費 375 被服費 375

8 備 消 品 費 4,776 工事用備消耗品 他 4,776

9 燃 料 費 1,286 ガソリン･軽油 他 1,286

11 印 刷 製 本 費 218 閉開栓表示札 他 218

12 通 信 運 搬 費 431 郵便料 他 431

13 委 託 料 45,912 配管図補正等業務 14,180

ポンプ場運転管理・設備
点検・整備業務

279

検満メーター取替業務 24,398

漏水調査 他 7,055

15 賃 借 料 197 占用料 他 197

16 修 繕 費 62,138 配水管･分水栓修理 25,047

メーター･止水栓修理 3,498

他工事に伴う修理 12,760

－5－



予 定 額
款　　項　　目 予 定 額

節
説　　　　　　明

区　　　分

検満メーター修理 他 17,390

ポンプ場修理 550

車両修理 1,166

作業機械器具点検修理 他 1,727

19 路 面 復 旧 費 4,666 舗装本復旧 2,503

舗装修繕 他 2,163

20 動 力 費 1,342 電気料 他 1,342

22 材 料 費 4,110 配水管･給水管用材料 4,110

3 受 託 工 事 費 9,786 22 材 料 費 60 給水管用材料 60

28 工 事 請 負 費 9,726 工事請負費 9,726

4 総 係 費 217,353 1 給 料 30,752 職員給料(9名分) 30,752

2 手 当 19,867 扶養手当 618

期末手当 4,550

勤勉手当 3,155

管理職手当 1,410

管理職員特別勤務手当 52

通勤手当 525

住居手当 282

時間外勤務手当 3,275

児童手当 600

退職手当負担金 5,400

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

4,596 賞与引当金繰入額 3,853

法定福利費引当金繰入額 743

6 法 定 福 利 費 9,093 共済組合負担金 8,970

地方公務員災害補償基金
負担金

76

社会保険料 47

7 旅 費 880 旅費 880

11 被 服 費 209 被服費 209

12 備 消 品 費 2,963 電算関係消耗品 他 2,963

13 燃 料 費 17 軽油 他 17

14 光 熱 水 費 2,165 庁舎電気料金 他 2,165
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予 定 額
款　　項　　目 予 定 額

節
説　　　　　　明

区　　　分

15 印 刷 製 本 費 3,698 電算関係諸用紙 他 3,698

16 通 信 運 搬 費 8,457 郵便料 7,293

電話料 他 1,164

17 広 告 料 33 水道週間広告料 33

18 委 託 料 111,608 公営企業会計業務 2,181

上下水道料金業務 81,566

閉開栓･メーター交換撤去
業務

13,918

統合浄水場道水路用途
廃止申請等業務

3,410

統合浄水場原水水質測定
業務

440

水道料金検証業務 8,360

無線設備保守点検　他 1,733

19 手 数 料 8,925 口座振替、郵便振替手数料 4,243

コンビニ収納代行業者
手数料

4,422

車検代行手数料 他 260

20 賃 借 料 8,489
上下水道料金システム
賃借料

3,586

パソコン・プリンター賃借料 1,167

庁舎用地借上料 3,493

放送受信料 他 243

21 修 繕 費 385 庁舎修繕 165

庁用備品修繕 他 220

26 補 償 金 30 補償金･見舞金･医療費 30

27 研 修 費 850 研修会等参加費 850

29 厚 生 費 158 職員健康診断 他 158

30 負 担 金 2,305 日本水道協会会費 他 2,305

31 保 険 料 1,487 日本水道協会賠償責任保険 680

市有物件災害共済保険 449

車両自賠責保険料 他 358

32 公 課 費 207 自動車重量税 他 207

33
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

124 貸倒引当金繰入額 124

35 雑 費 55 雑費 55
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予 定 額
款　　項　　目 予 定 額

節
説　　　　　　明

区　　　分

5 減 価 償 却 費 645,808 1
有形固定資産
減 価 償 却 費

645,514 建物減価償却費 9,876

構築物減価償却費 551,094

機械及び装置減価償却費 79,092

車両運搬具減価償却費 3,309

工具器具及び備品減価
償却費

2,143

2
無形固定資産
減 価 償 却 費

294 施設利用権減価償却費 294

6 資 産 減 耗 費 22,456 1
固 定 資 産
除 却 費

22,444 固定資産除却費 22,444

2
た な 卸 資 産
減 耗 費

12 たな卸資産減耗費 12

7 その他営業費用 3 1 材料売却原価 3 材料売却原価 3

2 161,628

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

46,783 1 企 業 債 利 息 46,783 財務省 27,220

地方公共団体金融機構 19,467

市中銀行 他 96

2 雑 支 出 47,845 1 不用品売却原価 3 不用品売却原価 3

2 その他雑支出 47,842 その他雑支出 47,842

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

67,000 1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

67,000 消費税及び地方消費税 67,000

3 4

1 固定資産売却損 1 1 固定資産売却損 1 固定資産売却損 1

5
過 年 度 損 益
修 正 損

3 1
過 年 度 損 益
修 正 損

3 過年度損益修正損 3

4 3,100

1 予 備 費 3,100 1 予 備 費 3,100 予備費 3,100

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費
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予 定 額

1 911,885

1 403,400

1 企 業 債 403,400 1 建設改良企業債 403,400 浄水場施設再構築事業 403,400

3 9,500

1 負 担 金 9,500 1 工 事 負 担 金 9,500
下水道関連配水管布設替
工事負担金

7,500

その他工事負担金 2,000

4 498,985

1 国 庫 補 助 金 498,985 1 国 庫 補 助 金 498,985
生活基盤施設耐震化等
交付金

498,985

予 定 額

1 2,336,474

1 2,065,261

1 浄 水 施 設 費 73,351 1 工 事 請 負 費 73,351 原水及び浄水施設 27,500

電気設備 11,550

ポンプ設備 6,600

その他機械装置 27,701

2 配 水 施 設 費 924,751 1 工 事 請 負 費 924,151 新設･改良工事 864,850

下水道、その他工事関連 他 59,301

2 負 担 金 600 下水道関連土木費 600

3 量 水 器 購 入 費 6,774 1 量 水 器 購 入 費 6,774 量水器購入費 6,774

4 固定資産購入費 1,117 3
工 具 ､ 器 具 備 品
購 入 費

1,117 工具､器具備品購入費 1,117

5 事 務 費 105,086 1 給 料 21,066 職員給料(6名分) 21,066

2 手 当 17,734 扶養手当 840

期末手当 4,941

勤勉手当 3,386

通勤手当 304

資本的収入及び支出

収　　　　　入

（単位：千円）

款　　項　　目 予 定 額
節

説　　　　　　明
区　　　分

資 本 的 収 入

企 業 債

負 担 金

補 助 金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

支　　　　　出

（単位：千円）

款　　項　　目 予 定 額
節

説　　　　　　明
区　　　分
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予 定 額
款　　項　　目 予 定 額

節
説　　　　　　明

区　　　分

時間外勤務手当 3,569

児童手当 480

退職手当負担金 4,214

4 法 定 福 利 費 6,436 共済組合負担金 6,379

地方公務員災害補償基金
負担金

57

5 被 服 費 225 被服費 225

6 備 消 品 費 1,580 消耗品購入費 他 1,580

8 委 託 料 56,584 配水施設関連設計業務 他 55,000

システム機器保守業務 1,584

9 賃 借 料 1,376 積算システム賃借料 他 1,376

10 負 担 金 85
県積算システム維持管理
経費負担金

85

6
浄 水 場 施 設
再 構 築 事 業

954,182 12 備 消 品 費 55 消耗品購入費 55

18 委 託 料 241,500 送配水管整備詳細設計業務 56,100

浄水場等整備詳細設計業務 139,200

ＤＢモニタリング業務 20,900

ＤＢOモニタリング業務 25,300

19 手 数 料 22 コリンズ・テクリス利用料 22

40 建 設 中 利 息 388 企業債利息 388

60 工 事 請 負 費 712,217 統合浄水場用地造成工事 237,017

送配水管整備工事 475,200

2 271,213

1 企 業 債 償 還 金 271,213 1 企 業 債 償 還 金 271,213 財務省 132,432

地方公共団体金融機構 112,983

市中銀行 他 25,798

企 業 債 償 還 金

－10－



１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 358,340

減価償却費 645,808

資産減耗費 22,444

引当金の増減額（△は減少） △ 9,310

長期前受金戻入額 △ 80,661

支払利息及び企業債取扱諸費 46,783

受取利息及び受取配当金 △ 50

有形固定資産売却損益（△は益） △ 1

未収金の増減額（△は増加） △ 34,071

未払金･未払費用の増減額（△は減少） △ 30,104

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 128

たな卸資産の増減額（△は増加） 818

小計 919,868

利息及び配当金の受取額 50

利息の支払額 △ 46,783

業務活動によるキャッシュ・フロー 873,135

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産取得による支出 △ 1,841,509

固定資産売却による収入 1

国庫補助金等による収入 498,985

負担金等による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,342,523

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 403,400

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 271,213

財務活動によるキャッシュ・フロー 132,187

資金増加額（又は減少額） △ 337,201

資金期首残高 2,023,451

資金期末残高 1,686,250

令和2年度　燕・弥彦総合事務組合水道事業予定キャッシュ･フロー計算書
（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

(単位：千円)
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１.総括

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

27
(1)

102,387 80,802 183,189 32,143 215,332

28
(1)

111,872 85,170 197,042 35,675 232,717

△1
(0)

△ 9,485 △ 4,368 △ 13,853 △ 3,532 △ 17,385

区  分 扶養手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
管 理 職
手 当

管 理 職 員
特 勤 手 当

時 間 外
勤務手当

通勤手当

本年度 3,186 1,860 23,608 16,277 2,574 100 11,164 1,626

前年度 2,484 1,200 26,104 18,087 2,550 112 9,857 1,753

比　較 702 660 △ 2,496 △ 1,810 24 △ 12 1,307 △ 127

区  分 住居手当
退職手当
負 担 金

本年度 1,152 19,255

前年度 882 22,141

比　較 270 △ 2,886

２.給料及び手当の増減額の明細

増減額

△ 9,485 75 75

893 893

△ 10,453 △ 10,453

△ 4,368 45 45

△ 4,413 702

660

△ 2,496

△ 1,855

24

△ 12

1,307

△ 127

270

△ 2,886

区分 増減事由別内訳

給　料

手　当

本年度

前年度

比　較

手当の
内  訳

※（　）内は短時間勤務職員数（外書き）

  1  給与改定に
　　 伴う増減分
  2  昇給に伴う
　　 増加分
  3  その他の
     増減分
　1  制度改正に
     伴う増減分
　2  その他の
     増減分

給与改定に伴う増

昇給等に伴う増

会計異動に伴う減

給 与 費 明 細 書

（単位：千円）

区　　分
職員数(人) 給     与     費 法　定

福利費
合 計

通勤手当

住居手当

勤勉手当

扶養手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

管理職手当

管理職員特勤手当

時間外勤務手当

（単位：千円）

退職手当負担金

説　　明 備　　考

支給率引き上げに伴う増

－12－



３.給料及び手当の状況

(1)職員1人当たり給与

(2)初任給

(3)級別職員数

(級別の基準となる職務)

区分 ７級 ６級 ５級

6.9

１級 3 10.4

２級

４級 ２級 １級３級

区　　    　分 事務･技術職

令和2年1月1日現在

平均給料月額 306,398円

平均給与月額 332,584円

平 均 年 齢 43.5歳

平成31年4月1日現在

平均給料月額 320,772円

平均給与月額 342,796円

平 均 年 齢 46.5歳

区　　分
事務･技術職

(円)

主たる構成団体の一般会計の制度

一般職(円)

高　校　卒 150,600 150,600

大　学　卒 182,200 182,200

区　　分 事 務 ･ 技 術 職

令和2年1月1日現在

級 職員数(人) 構成比(％)

７級 1 3.6

６級 2 7.1

５級 3 10.7

４級 8 28.6

３級    6(1) 25.0

２級 3 14.3

職
務
内
容

１級 4 10.7

計   27(1) 100.0

平成31年4月1日現在

７級 1 3.4

６級 2 6.9

５級 2 6.9

４級

計   28(1) 100.0

44.8

３級

13

※（　）内は短時間勤務職員数（外書き）

1 水道局長
の職務

1 課長の職務
2 主幹の職務

1 参事の職務
2 課長補佐の職務

1 副参事の職務
2 困難な業務又は
高度な知識経験を
必要とする業務を
行う係長の職務
3 主査の職務

1 係長の職務
2 主任又は主
任技師の職務

1 困難な業務
又は高度な知
識経験を必要
とする業務を
行う主事又は
技師の職務

1 主事又は技
師の職務
2 主事補又は
技師補の職務

   5(1) 20.7

2
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(4)昇給

(人)
(人)
(人)
(人)
(人)
(人)
(人)
(人)
(人)
(％)
(人)
(人)
(人)
(人)
(人)
(人)
(人)
(人)
(人)
(％)

(5)期末手当･勤勉手当

(6)定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(7)その他の手当

(Ａ) 28

その他の加算措置等

※（　）内は再任用職員の支給期別支給率

職制上の段階､職務の
級等による加算措置

有

有

有

備　考

弥彦村からの派遣職員に
ついては国の制度に準ずる

比 率

昇給に係る職員数 (Ｂ) 17

号 級 数 内 訳

１号給
２号給

備　考

区　　　　分 事務･技術職

本

年

度

職 員 数 (Ａ) 27
昇給に係る職員数 (Ｂ)

号 級 数 内 訳

１号給
２号給
３号給
４号給 20
５号給
６号給
７号給

比 率 (Ｂ)/(Ａ)

３号給
４号給 17
５号給
６号給
７号給

主たる構成団体の
一般会計の制度

(Ｂ)/(Ａ) 60.8

区　　分
支給期別支給率 支給率計

(月分)６月(月分) 12月(月分)

2.225～2.250 2.225～2.250 4.45～4.50

2.225 2.225 4.45

本　 年 　度

前　 年　 度

(1.175)

(1.175)

(1.175)

(1.175)

(2.35)

(2.35)

前

年

度

職 員 数

通勤手当

区　　分

扶養手当

住居手当

主たる構成団体の一般会計の制度との異同

同

異

同

差異の内容

 弥彦村からの派遣職員については
 国の制度に準ずる

主たる構成団体の
一般会計の制度(支給率等) 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
(２％～２０％加算)

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(２％～２０％加算)

区　　分
２０年

勤続の者
(月分)

２５年
勤続の者
(月分)

３５年
勤続の者
(月分)

最高限度
(月分)

2.225
(1.175)

2.225
(1.175)

4.45
(2.35)

74.1

20
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(単位：千円)

期  間 金 額 期  間 金 額 国庫支出金 地方債 その他

浄 水 場 施 設 運 転
管 理 業 務 委 託

400,000 令和元年度 130,800
令和元年度から
令和 3年度まで

264,000 264,000

送配水管整備事業費 5,201,900
令和 2年度から
令和 6年度まで

5,201,900 1,733,966 2,600,800 867,134

送 配 水 管 整 備 事 業
モニタリング業務委託 79,200

令和 2年度から
令和 6年度まで

79,200 79,200

料 金 業 務 及 び
漏 水 調 査 等 業 務 委 託 442,200

令和 3年度から
令和 7年度まで

442,200 442,200

浄 水 場 等 整 備 事 業 費 28,013,000
令和 3年度から
令和26年度まで

28,013,000 4,658,266 6,987,400 16,367,334

浄 水 場 等 整 備 事 業
モニタリング業務委託 223,300

令和 3年度から
令和 7年度まで

223,300 223,300

債務負担行為に関する調書

事    項 限度額

前年度末までの支払
義 務 発 生(見込) 額

当該年度以降の支払
義 務 発 生 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特定財源
一般財源

－
15

－



(単位：千円）

１

（１） 1,872,028

（２） 7,134

（３） 6,853 1,886,015

２

（１） 364,712

（２） 176,871

（３） 6,385

（４） 220,060

（５） 646,074

（６） 32,824

（７） 0 1,446,926

439,089

３

（１） 53

（２） 0

（３） 6,226

（４） 80,335

（５） 84,204 170,818

４

（１） 53,652

（２） 34,339 87,991 82,827

521,916

５

（１） 0

（２） 0 0

６

（１） 0

（２） 2,403

（３） 0 2,403 △ 2,403

519,513

1,107,346

282,044

1,908,903

営 業 費 用

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 利 益

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

過 年 度 損 益 修 正 損

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

特 別 利 益

そ の 他 特 別 損 失

補 助 金

（平成31年4月1日から令和2年3月31日）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

令和元年度　燕・弥彦総合事務組合水道事業予定損益計算書

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

そ の 他 営 業 費 用

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

－16－



(単位：千円）

１

（１）

イ 314,845

ロ 648,829

△ 456,128 192,701

ハ 26,130,460

△ 12,323,061 13,807,399

ニ 3,343,727

△ 2,491,014 852,713

ホ 38,024

△ 27,254 10,770

ヘ 74,511

△ 61,220 13,291

ト 10,439

チ 549,393

15,751,551

（２）

イ 615

ロ 8,274

8,889

15,760,440

２

（１） 2,023,451

（２） 180,799

△ 418 180,381

（３） 16,829

（４） 0

2,220,661

17,981,101

（令和2年3月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

車 両 運 搬 具

車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

工 具 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 有 形 固 定 資 産

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

貯 蔵 品

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

令和元年度　燕・弥彦総合事務組合水道事業予定貸借対照表
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(単位：千円）

３

（１） 2,226,517

2,226,517

４

（１） 271,213

（２） 223,324

（３） 360

（４）

イ 14,231

ロ 21,032 35,263

（５） 43,358

573,518

５

（１） 3,782,817

△ 1,705,727 2,077,090

（２） 292,488

2,369,578

5,169,613

６

（１）

イ 131,301

ロ 9,574,853

9,706,154

７

（１）

イ 20,563

ロ 33,091

ハ 76,172

ニ 82,943

212,769

（２）

イ 44,700

ロ 17,000

ハ 921,962

ニ

1,107,346

519,513

282,044 1,908,903

2,892,565

3,105,334

12,811,488

17,981,101

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債

未 払 金

未 払 費 用

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

修 繕 引 当 金

資 本 金 合 計

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

資 本 金

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

減 債 積 立 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

工 事 負 担 金

固 有 資 本 金

組 入 資 本 金
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(単位：千円）

１

（１）

イ 314,845

ロ 648,248

△ 465,456 182,792

ハ 26,985,900

△ 12,775,333 14,210,567

ニ 3,347,128

△ 2,531,653 815,475

ホ 38,024

△ 30,563 7,461

ヘ 75,108

△ 63,051 12,057

ト 10,439

チ 1,412,266

16,965,902

（２）

イ 615

ロ 7,980

8,595

16,974,497

２

（１） 1,686,250

（２） 224,100

△ 148 223,952

（３） 16,011

（４） 0

1,926,213

18,900,710

令和２年度　燕・弥彦総合事務組合水道事業予定貸借対照表

（令和3年3月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

工 具 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 有 形 固 定 資 産

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

貯 蔵 品

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計
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(単位：千円）

３

（１） 2,297,546

2,297,546

４

（１） 332,371

（２） 233,866

（３） 514

（４）

イ 12,531

ロ 13,422 25,953

（５） 43,230

635,934

５

（１） 4,022,317

△ 1,786,388 2,235,929

（２） 515,988

2,751,917

5,685,397

６

（１）

イ 131,301

ロ 9,574,853

9,706,154

７

（１）

イ 20,563

ロ 33,091

ハ 76,172

ニ 128,428

258,254

（２）

イ 44,700

ロ 17,000

ハ 1,233,264

ニ

896,555

358,340

701,046 1,955,941

3,250,905

3,509,159

13,215,313

18,900,710

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

企 業 債

固 定 負 債 合 計

修 繕 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

未 払 費 用

引 当 金

賞 与 引 当 金

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

組 入 資 本 金

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

寄 附 金

工 事 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金
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Ⅰ

１

・

２

(1)

・減価償却の方法
定額法

・
建物 10～50年
構築物 10～60年
機械及び装置  6～48年
車両運搬具  3～15年
工具器具及び備品  2～20年

(2)

・減価償却の方法
定額法

・
施設利用権 15～42年

３ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

(2) 賞与引当金

(3) 貸倒引当金

４ 消費税等の会計処理

Ⅱ その他の注記

１ 修繕引当金に関する経過措置

２ 引当金の取崩し

(1) 賞与引当金の取崩し

(2) 修繕引当金の取崩し

　令和2年度において､職員の期末･勤勉手当及びそれに係る法定福利費を支給する見
込みであるため､賞与引当金14,231千円を使用する。

　令和2年度において､修繕費に充当するため､修繕引当金7,610千円を使用する。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

主な耐用年数

無形固定資産（リース資産を除く）

主な耐用年数

　職員の退職手当は､構成市村を通じて新潟県市町村総合事務組合に掛金を拠出し、

「新潟県市町村総合事務組合退職手当支給条例」に基づき支給されることとなってい
る。また､追加的な費用は構成市村との協議により構成市村が負担することとなって
いるため､退職給付引当金を計上せず､拠出時に費用処理を行っている。

　職員の期末･勤勉手当及びそれに係る法定福利費の支給に備えるため､当年度末にお
ける支給見込額に基づき､当年度の負担に属する額を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため､回収不能見込額を計上している。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては､引き続き従前の例により取り
崩すこととする。

注　　　　記

重要な会計方針に係る事項に関する注記

　平成26年度より､改定後の地方公営企業会計基準を適用して､財務諸表等を作成している。

たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　移動平均法による原価法
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